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統計図表

関東農業の全国に占める位置と農業生産等の動向

管内シェア（％）

0.81ah千826,4ah千138)02H(積面地耕

販売農家数(H17) 463 千戸 1,963 千戸 23.6

農業就業人口(H17) 841 千人 3,353 千人 25.1

農業産出額(H19) 21,494 億円 84,449 億円 25.5

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計｣､｢2005年農林業センサス｣､ ｢平成19年農業産出額（全国農業地域、都道府県別)｣

　注：１）耕地面積（H20）及び農業産出額（H19）は概数値

  　  ２）「販売農家」とは、経営耕地面積が30ａ以上又は過去１年間における農産物販売金額が50万円以上の農家をいう。

    　３）「農業就業人口」とは、15歳以上の農家世帯員のうち、自営農業に主として従事した者をいう。

管　内 全　国

管内の主要農業指標と全国におけるシェア

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計｣､｢農林業センサス｣､｢生産農業所得統計（市町村別推計）」

　　　 ｢平成19年農業産出額（全国農業地域、都道府県別)｣

　注：１）販売農家数の（セ）はセンサス年。なお、18年から管内の販売農家数の公表はない。

　 　 ２）農業生産額については19年からこれまでの市町村を単位とした推計を取り止め、都道府県を単位とした推計に改

　　　　　めたため、都道府県内の市町村間で取引された中間生産物については産出額に計上していない。

　　　　　また、水田・畑作経営所得安定対策の導入により、これまで麦類、大豆、てんさい、でん粉原料用ばれいしょの

　　　　　産出額に含まれていた交付金の一部が、過去の生産実績に対する交付金として経営体に一括して交付されること

　　　　　となったため、当該作物の産出額として計上していない。
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単位：％

農業
産出額

米 麦類 豆類 いも類 野菜 果実 花き
工芸

農作物
生乳 豚 鶏卵

加工
農産物

25.5 20.2 11.6 19.0 28.7 36.6 26.5 28.7 23.4 20.0 28.3 26.2 46.4

１位 北海道 新潟 北海道 北海道 北海道 北海道 青森 愛知 北海道 北海道 鹿児島 茨城 静岡

２位 千葉 北海道 福岡 千葉 鹿児島 千葉 和歌山 福岡 静岡 栃木 宮崎 千葉 鹿児島

３位 茨城 秋田 佐賀 佐賀 千葉 茨城 長野 千葉 鹿児島 千葉 茨城 愛知・鹿児島 茨城

４位 鹿児島 福島 栃木 兵庫 茨城 熊本 山梨 静岡 沖縄 群馬 千葉 京都

５位 愛知 茨城 群馬 茨城 長崎 愛知 山形 埼玉 熊本 熊本 北海道 岡山 熊本

６位 宮崎 山形 熊本 宮城・福岡 徳島 埼玉 愛媛 長野 宮崎 岩手 群馬 北海道 長野

７位 熊本 宮城 埼玉 宮崎 群馬 熊本 鹿児島 群馬 愛知 岩手 広島 宮崎

８位 青森 栃木 茨城 秋田 熊本 栃木 福島 北海道 岩手 茨城 青森 新潟 三重

９位 新潟 千葉 福井・滋賀 栃木 静岡 長野 静岡 沖縄 青森 宮城 愛知 宮城 福岡

10位 栃木 岩手 山形 埼玉 青森 福岡 茨城 三重 兵庫 栃木 青森 和歌山

資料：農林水産省 ｢平成19年農業産出額（全国農業地域、都道府県別)｣

　注：加工農産物とは、かんぴょう、切干かんしょ、荒茶などである。

管内の全国シェア

全
国
順
位

管内各都県の農業産出額の全国シェア及び順位（平成19年）

資料：農林水産省「生産農業所得統計(市町村別）」、 ｢平成19年農業産出額（全国農業地域、都道府県別)｣

　注：養蚕はその他に含め集計していたが、平成13年からは畜産に含め集計している。

管 内 農 業 産 出 額 の 構 成 割 合 の 推 移
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資料：農林水産省｢耕地及び作付面積統計」

　注：耕地利用率とは、耕地面積（けい畔を含む。）を100とした作付(栽培）延べ面積の割合で、

　　　「作付(栽培）延べ面積÷耕地面積×100（％）」により算出した。

耕地利用率の推移

94.1 94.4 94.5 94.3 94.4 94.0 93.8 

93.4 93.0 92.6 

93.5 93.3 93.3 93.0 
92.8 92.4 92.3 91.7 

91.0 90.4 

85.0 

90.0 

95.0 

100.0 

105.0 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.0

％

平成10年 11 12 13 1514 16 17 1918

～～

全国

管内

農業 農業産出額 耕地 作付
産出額 部門別割合 面積 延べ面積

（億円） １位 ２位 ３位 （千ha） （千ha） １位 ２位 ３位 ４位 ５位
類麦菜野稲米産畜菜野 飼肥料作物 果樹

7.47.45.56.813.151.129.527.73
稲米菜野産畜 飼肥料作物 麦類 野菜 豆類

6.42.84.117.119.654.720.929.23
稲菜野米菜野産畜 飼肥料作物 麦類 工芸農作物

6.55.114.314.727.822.88.637.14
樹果類麦菜野稲産畜米菜野 飼肥料作物

3.33.31.014.122.256.512.029.64
ょしんか類豆菜野稲米産畜菜野 飼肥料作物

3.31.41.60.720.151.716.420.04
樹果菜野実果き花菜野 工芸農作物 飼肥料作物 稲

8.24.33.40.715.159.219.819.25
稲樹果菜野実果産畜菜野 飼肥料作物 かんしょ

1.24.43.619.711.647.014.223.25
菜野稲樹果産畜菜野実果 飼肥料作物 豆類

3.24.66.514.428.747.80.314.26
樹果菜野稲米実果菜野 飼肥料作物 豆類

1.38.011.614.526.632.022.325.13
野菜 工芸農作物 畜産 工芸農作物 稲 野菜 果樹 飼肥料作物

1.43.416.415.720.036.615.813.62
樹果菜野稲米産畜菜野 飼肥料作物 麦類

4.50.70.80.128.349.619.327.53
稲米菜野産畜 飼肥料作物 野菜 麦類 果樹

0.61.69.215.329.834.128.421.13

資料：農林水産省｢平成19年農業産出額（全国農業地域、都道府県別)｣、「耕地及び作付面積統計」

　注：四捨五入により、計と内訳が一致しない場合がある。

各都県における主要農業部門の割合（平成19年）

茨城県

栃木県

96県馬群

177

129

77

管内

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

長野県 2,307

全国

農作物作付面積部門別割合
（作付延べ面積に対する割合（％））

4,082

2,634

157

120

2,223

静岡県

831,945

4,119

837

2,308

21,494

131

8

21

280

4,306

20

23

056,4944,48

26

112

74

759

837

71

124

8

756

99

67

（％）
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畜産の現状

（単位：戸、千頭、頭、％）

区 分 16年 17年 18年 19年 20年
対前年増
減（▲）率

 管内（Ａ） 6,620 6,320 6,010 5,730 5,490 ▲ 4.2

飼養戸数  全国（Ｂ） 28,800 27,700 26,600 25,400 24,400 ▲ 3.9
 （Ａ）／（Ｂ） 23.0 22.8 22.6 22.6 22.5        -
 管内（Ｃ） 283 271 265 260 247 ▲ 5.4

飼養頭数  全国（Ｄ） 1,690 1,655 1,636 1,592 1,533 ▲ 3.7
 （Ｃ）／（Ｄ） 16.7 16.4 16.2 16.3 16.1        -

１戸当たり  管内（Ｅ） 42.7 42.9 44.1 45.4 45.0 ▲ 1.1

飼養頭数  全国（Ｆ） 58.7 59.7 61.5 62.7 62.8 0.2
 （Ｅ）／（Ｆ） 72.7 71.9 71.7 72.4 71.7        -

　資料：農林水産省「畜産統計」

     注：各年２月１日現在

（単位：戸、千頭、頭、％）

区 分 16年 17年 18年 19年 20年
対前年増減

（▲）率

 管内（Ａ） 6,000 5,770 5,490 5,200 5,110 ▲ 1.7
飼養戸数  全国（Ｂ） 93,900 89,600 85,600 82,300 80,400 ▲ 2.3

 （Ａ）／（Ｂ） 6.4 6.4 6.4 6.3 6.4        -
 管内（Ｃ） 371 355 355 367 367 0.0

飼養頭数  全国（Ｄ） 2,788 2,747 2,755 2,806 2,890 3.0
 （Ｃ）／（Ｄ） 13.3 12.9 12.9 13.1 12.7        -

１戸当たり  管内（Ｅ） 61.8 61.5 64.6 70.5 71.8 1.8
飼養頭数  全国（Ｆ） 29.7 30.7 32.2 34.1 35.9 5.3

 （Ｅ）／（Ｆ） 208.1 200.3 200.6 206.7 200.0        -
　資料：農林水産省「畜産統計」及び「家畜の飼養動向」

（単位：戸、千頭、頭、％）

区 分
(参考)
15年 16年 18年 19年 20年

対前年増
減（▲）率

 管内（Ａ） 2,840 2,650 2,300 2,240 2,160 ▲ 3.6
飼養戸数  全国（Ｂ） 9,430 8,880 7,800 7,550 7,230 ▲ 4.2

 （Ａ）／（Ｂ） 30.1 29.8 29.5 29.7 29.9 -
 管内（Ｃ） 2,728 2,643 2,635 2,672 2,719 1.8

飼養頭数  全国（Ｄ） 9,725 9,724 9,620 9,759 9,745 ▲ 0.1
 （Ｃ）／（Ｄ） 28.1 27.2 27.4 27.4 27.9 -

１戸当たり  管内（Ｅ） 961 997 1,146 1,193 1,259 5.5
飼養頭数  全国（Ｆ） 1,031 1,095 1,233 1,293 1,348 4.3

 （Ｅ）／（Ｆ） 93.2 91.1 92.9 92.3 93.4 -
　資料：農林水産省「畜産統計」
 　　注：各年は２月１日現在。17年は未調査

乳用牛の飼養戸数と飼養頭数（平成16～20年）

　肉用牛の飼養戸数と飼養頭数（平成16～20年）

豚の飼養戸数と飼養頭数（平成15～20年）
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（単位：戸、千羽、％）

区 分
(参考)
15年 16年 18年 19年 20年

対前年増
減（▲）率

 管内（Ａ） 1,180 1,110 964 948 912 ▲ 3.8

飼養戸数  全国（Ｂ） 4,340 4,090 3,600 3,460 3,300 ▲ 4.6
（種 鶏のみを除 く）  （Ａ）／（Ｂ） 27.2 27.1 26.8 27.4 27.6 -

飼養羽数  管内（Ｃ） 34,275 35,848 33,437 36,683 37,307 1.7
 全国（Ｄ） 137,299 137,216 136,894 142,765 142,523 ▲ 0.2
 （Ｃ）／（Ｄ） 25.0 26.1 24.4 25.7 26.2 -

１戸当たり  管内（Ｅ） 29.0 32.3 34.7 38.7 40.9 5.7

成鶏めす  全国（Ｆ） 31.6 33.5 38.0 41.3 43.2 4.6

飼養羽数  （Ｅ）／（Ｆ） 91.8 96.4 91.3 93.7 94.7 -
　資料：農林水産省「畜産統計」

　　 注：各年２月１日現在。17年は未調査

（単位：戸、千羽、％）

区 分 16年 17年 18年 19年 20年
対前年増
減（▲）率

 管内（Ａ） 291 255 245 239 221 ▲ 7.5

飼養戸数  全国（Ｂ） 2,778 2,652 2,590 2,583 2,456 ▲ 4.9
 （Ａ）／（Ｂ） 10.5 9.6 9.5 9.3 9.0 -
 管内（Ｃ） 6,777 6,270 6,187 6,229 5,853 ▲ 6.0

飼養羽数  全国（Ｄ） 104,950 102,277 103,687 105,287 102,987 ▲ 2.2
 （Ｃ）／（Ｄ） 6.5 6.1 6.0 5.9 5.7 -

１戸当たり  管内（Ｅ） 23.3 24.6 25.3 26.1 26.5 1.5

飼養羽数  全国（Ｆ） 37.8 38.6 40.0 40.8 41.9 2.7
 （Ｅ）／（Ｆ） 61.6 63.7 63.3 64.0 63.2 -

　資料：農林水産省「畜産物流通統計」
 　  注：各年２月１日現在

　        　　（単位：千ﾄﾝ、％）

区 分 16年 17年 18年 19年 20年
対前年増
減（▲）率

管内（Ａ） 1,585 1,545 1,533 1,491 1,452 ▲ 2.6
 生産量 全国（Ｂ） 8,329 8,285 8,138 8,007 7,982 ▲ 0.3

（Ａ）／（Ｂ） 19.0 18.6 18.8 18.6 18.2 -
 管内生乳処理量（Ｃ） 1,968 1,914 1,897 1,846 1,795 ▲ 2.8

牛乳等向け（Ｄ） 1,816 1,750 1,707 1,676 1,638 ▲ 2.2
乳製品向け(E) 132 145 172 150 138 ▲ 8.5
その他(F) 20 19 18 20 18 ▲ 8.4
（Ｄ）／（Ｃ） 92.3 91.4 90.0 90.8 91.3 -

　資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」

　 　注：１）対前年増減率はトン単位で算出している。

 　 　    ２）20年の値については、概数値である。

　 （単位：円／頭、％）

16年 17年 18年 19年 20年
対前年増減

（▲）率

472,600 493,400 514,100 499,100 399,600 ▲ 19.9

447,800 478,700 506,600 500,700 415,500 ▲ 17.0
　資料：（独）農畜産業振興機構調べ

採卵鶏の飼養戸数と飼養羽数（成鶏めす、平成15～20年）

ブロイラーの飼養戸数と飼養羽数（平成16～20年）

生乳生産の動向（平成16～20年）

主要家畜市場における肉用子牛価格（和子牛、平成16～20年）

　　 注：管内は茨城県・栃木県・群馬県３県市場の平均取引価格

（成鶏め す

  ６か月以上）

区　　　　　　分

管              内

全        　    国
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農業振興地域の現状

管内の農業振興地域の指定状況（平成19年12月1日現在）

農振法と都市計画法の区域区分面積（管内）
　　　（単位：千ｈａ）

786,5積面地土総内管729,2　　　　　　　　　　　積面域地興振業農

耕地面積 831

344田812,2907積面域区地用農

畑 388

632地用農786地用農

37田 　583田 　

321畑 　691畑 　

　 樹園地 93 　 樹園地 37

　 採草放牧地 13 　 採草放牧地 3

農業用施設用地 4 農業用施設用地 2

3地林牧混6地林牧混

442,1野原林山11野原林山

337他のそ1他のそ

都市計画区域面積 2,817

215積面域区化街市 　321,1積面域区整調化街市

　 農地 35

地緑産生ちう（　　積面域区画計市都き引線

　　　　　地区面積 9）

非線引き都市計画区域面積

資料：管内総土地面積は、国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調査」（平成20年10月1日現在）

耕地面積は、農林水産省「耕地及び作付面積統計」（平成20年7月15日現在）

農業振興地域関係の面積は、関東農政局「農業振興地域整備計画管理状況調査」（平成19年12月1日現在）

都市計画関係の面積は、(財)都市計画協会「都市計画年報」（平成19年3月31日現在）

生産緑地地区面積を除く市街化区域内の農地面積は、総務省「固定資産の価格等概要調書」（平成19年1月1日現在）

　注：１）四捨五入の関係で、計と内訳が合わない場合がある。

２）「農業振興地域」とは、一体として農業の振興を図ることが必要であると認められる地域

３）「農用地区域」とは、「農業振興地域」のうち農用地等として利用すべき土地の区域

６）「市街化調整区域」とは、市街化を抑制すべき区域

７）「線引き都市計画区域」とは、「市街化区域」と「市街化調整区域」の区域区分が定められた都市計画区域

８）「非線引き都市計画区域」とは、「市街化区域」と「市街化調整区域」の区域区分が定められていない

　都市計画区域
９）「生産緑地地区」とは、良好な都市環境の形成を図るため、市街化区域内にある一団の農地等のうち

　一定の要件を満たしている地区

　を図るべき区域

５）「市街化区域」とは、すでに市街地を形成している区域及びおおむね10年以内に優先的かつ計画的に市街化

1,182

農用地区域外面積　

1,635

４）「都市計画区域」とは、一体の都市として総合的に整備し、開発し、及び保全する必要がある区域

域地振農域区地用農域地興振業農域地興振業農
市町村数 指定市町村数 総　面　積 うち農用地 総　面　積 うち農用地 設定率 未 指 定

(農振地域数) （Ａ） （Ｂ） (B/A) 市 町 村
ha ha ha ha %

20
資料：関東農政局「農業振興地域整備計画管理状況調査」（平成19年12月1日現在）

　　　　農林水産省「農業振興地域土地利用統計」（平成19年12月1日現在）
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農地転用の現状

農地転用面積の推移（平成３年～19年）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

ha



－ 278 －

巻末参考


